
５福薬発第３８４号 

令和６年２月５日 

各地区薬剤師会会長 殿 

 

公益社団法人福岡県薬剤師会 

会長 原口 亨    

 

令和６年度介護報酬改定に伴う関係告示の一部改正等に関する 

意見の募集について 

 

平素より、本会業務に格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、標記につきまして、パブリックコメントの募集が開始されたと日本薬剤

師会より連絡がありましたのでお知らせいたします。 

意見募集の期限については、令和６年２月２１日までとされています。 

お忙しいところ恐れ入りますが、貴会会員へご周知いただきますようお願い申

し上げます。 

記 

 

<意見募集ページ> 

○ 令和 6 年度介護報酬改定に伴う関係告示の一部改正等に関する御意見の募集

について 

https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495230287&Mode=0 

 
以 上 

https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495230287&Mode=0


 

日 薬 業 発 第 4 0 0 号 

令 和 ６ 年 １ 月 29 日 

都道府県薬剤師会会長 殿 

 

日 本 薬 剤 師 会 

会 長  山本 信夫 

（ 会 長 印 省 略 ） 

 

 

令和６年度介護報酬改定に伴う関係告示の一部改正等に関する 

意見の募集について 

 

  平素より、本会会務に格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

  令和６年度介護報酬改定について（算定告示案等）は、令和６年１月 22 日付け日薬

業発第379号にてお知らせしたところですが、今般、令和６年度介護報酬改定に伴う関

係告示の一部改正等に関するパブリックコメントの募集が開始されました。 

  意見募集の期限については、令和６年２月 21日までとされています。 

  取り急ぎお知らせいたしますので、貴会におかれましてはよろしくお取り計らいの

程お願い申し上げます。 

 

 

＜意見募集ページ＞ 

○ 令和６年度介護報酬改定に伴う関係告示の一部改正等に関する御意見の募集について 

https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495230287&Mode=0 
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https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495230287&Mode=0


令和６年度介護報酬改定に伴う関係告示の一部改正等に関する御意見の 

募集について 

 

令和６年１月23日  

厚生労働省老健局老人保健課 

 

この度、厚生労働省では、令和６年度介護報酬改定に伴い、社会保障審議会

介護給付費分科会での議論を踏まえ、関係告示の所要の改正を予定しておりま

す。つきましては、別紙について、下記のとおり御意見を求めます。 

 

１．御意見募集期間 

令和６年１月23日（火）～令和６年２月21日（水）（必着） 

 

２．御意見募集対象 

令和６年度介護報酬改定に伴う関係告示の一部改正等について（概要） 

 

３．御意見の提出方法 

御意見は理由を付して、次に掲げるいずれかの方法により提出してくださ

い（様式は自由）。その際、件名に「令和６年度介護報酬改定に伴う関係告

示の一部改正等に関する意見」と明記して御提出ください。電話での受付は

できませんので御了承ください。 

 

（１）電子政府の総合窓口(e-Gov)の意見提出フォームを使用する場合 

「パブリック・コメント：意見募集案件」における各案件詳細画面の「意

見募集要領（提出先を含む）」を確認の上、意見入力へのボタンをクリック

し、「パブリック・コメント：意見入力」より提出を行ってください。 

 

（２）電子メールを使用する場合 

電子メールアドレス： kaigo_r6kaitei※mhlw.go.jp 

厚生労働省老健局老人保健課企画法令係宛て 

※意見の提出を装ってウイルスメールが送信される事案を防ぐため、（１）の電

子政府の総合窓口（e-Gov）を極力ご利用くださいますよう、御協力の程よろし

くお願いいたします。 

※スパムメール防止のため、@を※としております。送信の際には恐れ入ります

が、@（半角）に変換し、お送りください。 

※ウイルス対策のため、添付ファイルは開くことができません。必ずメール本文

に直接御意見を御記入ください。 

※判別のため、件名は「令和６年度介護報酬改定に伴う関係告示の一部改正

等に関する意見」と明記して御提出ください。 

 

（３）郵送する場合 



〒100-8916 東京都千代田区霞が関１－２－２ 

厚生労働省老健局老人保健課企画法令係宛て 

 

４．御意見の提出上の注意 

提出していただく御意見は日本語に限ります。また、個人の場合は、氏名・

住所等の連絡先を、法人の場合は、法人名・所在地を記入してください（御意

見の内容に不明な点があった場合等の連絡・確認のために使用します）。お寄

せいただいた御意見について、個別の回答はいたしかねます。また、氏名及び

住所その他の連絡先を除き、公表させていただくことがありますので、あらか

じめ御了承願います。 



 
日 薬 業 発 第 3 8 8 号 

令 和 ６ 年 １ 月 22 日 

都道府県薬剤師会会長 殿 

 

日 本 薬 剤 師 会 

会 長  山本 信夫 

（ 会 長 印 省 略 ） 

 

令和６年度介護報酬改定について（算定告示案等） 

 

  平素より、本会会務に格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

  さて、本日、介護給付費分科会が開催され、令和６年度介護報酬改定の算定告示

について、別添のとおり了承されましたので取り急ぎお知らせいたします。 

  今回の介護報酬改定は、人口構造や社会経済状況の変化を踏まえ、「地域包括ケア

システムの深化・推進」「自立支援・重度化防止に向けた対応」「良質な介護 サービ

スの効率的な提供に向けた働きやすい職場づくり」「制度の安定性・持続可能性の確

保」を図ることを基本的な考え方として、改定率＋1.59％とされました。 

  薬剤師に関する単位数の変更点は以下のとおりです。 

  つきましては、貴会会員にご周知下さいますよう、よろしくお願い申し上げます。 

  なお、「令和６年度介護報酬改定」は、介護給付費分科会からの報告を受けた社会

保障審議会が、同日中に厚生労働大臣に対して答申予定であることを申し添えます。 

居宅療養管理指導費（介護予防

居宅療養管理指導費も同じ） 

単一建物 

居住者人数 
単位数 

病院又は診療所の薬剤師 

1人 565→566 単位 

2～9人 416→417 単位 

10人以上 379→380 単位 

薬局の薬剤師 

1人 517→518 単位 

2～9人 378→379 単位 

10人以上 341→342 単位 

情報通信機器を用いた服薬指導（1月に４回に限り） 45→46 単位 

   医療用麻薬持続注射療法加算 250 単位（新設） 

   在宅中心静脈栄養法加算 150 単位（新設） 

注１） 令和６年６月１日施行予定 

注２） 上記のほか、麻薬注射剤を使用する患者は頻回な訪問が必要となることから、末期の悪性腫瘍の

者及び中心静脈栄養を受けている者と同様に、週に２回かつ１月に８回を限度として算定可能と

なります。 

 

＜別添＞ 

１. 諮問書（令和６年度介護報酬改定について） 

２. 令和６年度介護報酬改定 介護報酬見直し案＜抄＞ 

３. 令和６年度介護報酬改定における改定事項について＜抄＞ 

【別添2】





社保審－介護給付費分科会 
第 239 回（R6.1.22） 諮問書別紙 

 

令和６年度介護報酬改定 介護報酬の見直し案 

 

別紙１－１：指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準【令和６年４月施行】 

別紙１－２：指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準【令和６年６月施行】 

別紙１－３：指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準【令和７年８月施行】 

別紙２  ：指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準【令和６年４月施行】 

別紙３－１：指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準【令和６年４月施行】 

別紙３－２：指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準【令和６年６月施行】 

別紙３－３：指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準【令和７年８月施行】 

別紙４－１：指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準【令和６年４月施行】 

別紙４－２：指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準【令和６年６月施行】 

別紙５－１：指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準【令和６年４月施行】 

別紙５－２：指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準【令和６年６月施行】 

別紙５－３：指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準【令和７年８月施行】 

別紙６－１：指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準 

【令和６年４月施行】 

別紙６－２：指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準 

【令和６年６月施行】 

別紙７  ：指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準【令和６年４月施行】 

別紙８  ：附則 

 

  

1



参考２０ ：厚生労働大臣が定める一単位の単価（平成 27 年厚生労働省告示第 93 号）【令和６

年４月施行】 

参考２１－１：厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等（平成 27 年厚生労働省告示第 94

号）【令和６年４月施行】 

参考２１－２：厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等（平成 27 年厚生労働省告示第 94

号）【令和６年６月施行】 

参考２１－３：厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等（平成 27 年厚生労働省告示第 94

号）【令和７年８月施行】 

参考２２－１：厚生労働大臣が定める基準（平成 27 年厚生労働省告示第 95 号）【令和６年４月

施行】 

参考２２－２：厚生労働大臣が定める基準（平成 27 年厚生労働省告示第 95 号）【令和６年６月

施行】 

参考２３－１：厚生労働大臣が定める施設基準（平成 27 年厚生労働省告示第 96 号）【令和６年

４月施行】 

参考２３－２：厚生労働大臣が定める施設基準（平成 27 年厚生労働省告示第 96 号）【令和６年

６月施行】 

参考２３－３：厚生労働大臣が定める施設基準（平成 27 年厚生労働省告示第 96 号）【令和７年

８月施行】 

参考２４ ：経済上の連携に関する日本国とインドネシア共和国との間の協定に基づく看護及

び介護分野におけるインドネシア人看護師等の受入れの実施に関する指針（平成 

20 年厚生労働省告示第 312 号）【令和６年４月施行】 

参考２５ ：経済上の連携に関する日本国とフィリピン共和国との間の協定に基づく看護及び

介護分野におけるフィリピン人看護師等の受入れの実施に関する指針（平成 20 年

厚生労働省告示第 509 号）【令和６年４月施行】 

参考２６ ：看護師及び介護福祉士の入国及び一時的な滞在に関する日本国政府とベトナム社

会主義共和国政府との間の交換公文に基づく看護及び介護分野におけるベトナム

人看護師等の受入れの実施に関する指針（平成 24 年厚生労働省告示第 507 号）

【令和６年４月施行】 
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別紙１－２ 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準 
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別紙１－２ 

 
 

は  

改    正    後  改    正    前  

別表 

指定居宅サービス介護給付費単位数表 

別表 

指定居宅サービス介護給付費単位数表 

１ 訪問介護費 １ 訪問介護費 

イ～ト （略） イ～ト （略） 

チ 介護職員等処遇改善加算 

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長

が定める様式による届出を行った指定訪問介護事業所が、

利用者に対し、指定訪問介護を行った場合は、当該基準に

掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算

する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している

場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

 

⑴ 介護職員等処遇改善加算(Ⅰ) イからトまでにより算定

した単位数の1000分の245に相当する単位数 

⑵ 介護職員等処遇改善加算(Ⅱ) イからトまでにより算定

した単位数の1000分の224に相当する単位数 

⑶ 介護職員等処遇改善加算(Ⅲ) イからトまでにより算定

した単位数の1000分の182に相当する単位数 

⑷ 介護職員等処遇改善加算(Ⅳ) イからトまでにより算定

した単位数の1000分の145に相当する単位数 

チ 介護職員処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組織

を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定

める様式による届出を行った指定訪問介護事業所が、利用者

に対し、指定訪問介護を行った場合は、当該基準に掲げる区

分に従い、令和６年５月31日までの間、次に掲げる単位数を

所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算

を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は

算定しない。 

⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからトまでにより算定した

単位数の1000分の137に相当する単位数 

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イからトまでにより算定した

単位数の1000分の100に相当する単位数 

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イからトまでにより算定した

単位数の1000分の55に相当する単位数 

２ 令和７年３月31日までの間、別に厚生労働大臣が定める

基準に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施して

いるものとして、電子情報処理組織を使用する方法により

、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出

を行った指定訪問介護事業所（注１の加算を算定している

（新設） 
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  487単位 

⑶ ⑴及び⑵以外の場合              441単位 

 486単位 

⑶ ⑴及び⑵以外の場合              440単位 

注１～４ （略） 注１～４ （略） 

ハ 薬剤師が行う場合 

⑴ 病院又は診療所の薬剤師が行う場合 

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合     566単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 

                        417単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             380単位 

⑵ 薬局の薬剤師が行う場合 

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合     518単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 

                        379単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             342単位 

ハ 薬剤師が行う場合 

⑴ 病院又は診療所の薬剤師が行う場合 

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合     565単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 

  416単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             379単位 

⑵ 薬局の薬剤師が行う場合 

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合     517単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 

                        378単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             341単位 

注１ 在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、指定

居宅療養管理指導事業所（指定居宅サービス基準第85条第

１項に規定する指定居宅療養管理指導事業所をいう。以下

この注及び注４から注８までにおいて同じ。）の薬剤師が

、医師又は歯科医師の指示（薬局の薬剤師にあっては、医

師又は歯科医師の指示に基づき、当該薬剤師が策定した薬

学的管理指導計画）に基づき、当該利用者を訪問し、薬学

的な管理指導を行い、介護支援専門員に対する居宅サービ

ス計画の策定等に必要な情報提供を行った場合に、単一建

物居住者（当該利用者が居住する建物に居住する者のうち

、当該指定居宅療養管理指導事業所の薬剤師が、同一月に

指定居宅療養管理指導を行っているものをいう。）の人数

に従い、１月に２回（薬局の薬剤師にあっては、４回）を

限度として、所定単位数を算定する。ただし、薬局の薬剤

師にあっては、別に厚生労働大臣が定める者に対して、当

該利用者を訪問し、薬学的な管理指導等を行った場合は、

注１ 在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、指定

居宅療養管理指導事業所（指定居宅サービス基準第85条第

１項に規定する指定居宅療養管理指導事業所をいう。以下

この注及び注４から注６までにおいて同じ。）の薬剤師が

、医師又は歯科医師の指示（薬局の薬剤師にあっては、医

師又は歯科医師の指示に基づき、当該薬剤師が策定した薬

学的管理指導計画）に基づき、当該利用者を訪問し、薬学

的な管理指導を行い、介護支援専門員に対する居宅サービ

ス計画の策定等に必要な情報提供を行った場合に、単一建

物居住者（当該利用者が居住する建物に居住する者のうち

、当該指定居宅療養管理指導事業所の薬剤師が、同一月に

指定居宅療養管理指導を行っているものをいう。）の人数

に従い、１月に２回（薬局の薬剤師にあっては、４回）を

限度として、所定単位数を算定する。ただし、薬局の薬剤

師にあっては、別に厚生労働大臣が定める者に対して、当

該利用者を訪問し、薬学的な管理指導等を行った場合は、

101



 
 
別紙１－２ 

 
 

１週に２回、かつ、１月に８回を限度として、所定単位数

を算定する。 

１週に２回、かつ、１月に８回を限度として、所定単位数

を算定する。 

２ 在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、薬局

の薬剤師が情報通信機器を用いた服薬指導（指定介護予防

居宅療養管理指導と同日に行う場合を除く。）を行った場

合は、注１の規定にかかわらず、⑵㈠から㈢までと合わせ

て１月に４回に限り、46単位を算定する。ただし、別に厚

生労働大臣が定める者に対して、薬局の薬剤師が情報通信

機器を用いた服薬指導（指定居宅療養管理指導と同日に行

う場合を除く。）を行った場合は、注１の規定にかかわら

ず、⑵㈠から㈢までと合わせて、１週に２回、かつ、１月

に８回を限度として、46単位を算定する。 

２ 医科診療報酬点数表の区分番号Ｃ002に掲げる在宅時医

学総合管理料に規定する訪問診療の実施に伴い、処方箋が

交付された利用者であって、別に厚生労働大臣が定めるも

のに対して、情報通信機器を用いた服薬指導（指定居宅療

養管理指導と同日に行う場合を除く。）を行った場合は、

注１の規定にかかわらず、１月に１回に限り45単位を算定

する。 

 

※ 「別に厚生労働大臣が定める者」＝厚生労働大臣が定める

基準に適合する利用者等第十号【参考21－２】 

 

３～６ （略） ３～６ （略） 

７ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとし

て、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知

事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定

居宅療養管理指導事業所において、在宅で医療用麻薬持続

注射療法を行っている利用者に対して、その投与及び保管

の状況、副作用の有無等について当該利用者又はその家族

等に確認し、必要な薬学的管理指導を行った場合は、医療

用麻薬持続注射療法加算として、１回につき250単位を所

定単位数に加算する。ただし、注２又は注３を算定してい

る場合は、算定しない。 

（新設） 

 

※ 「別に厚生労働大臣が定める施設基準」＝厚生労働大臣が

定める施設基準第四号の五【参考23－２】 

 

８ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとし

て、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知

（新設） 
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事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定

居宅療養管理指導事業所において、在宅中心静脈栄養法を

行っている利用者に対して、その投与及び保管の状況、配

合変化の有無について確認し、必要な薬学的管理指導を行

った場合は、在宅中心静脈栄養法加算として、１回につき

150単位を所定単位数に加算する。ただし、注２を算定し

ている場合は、算定しない。 
 

※ 「別に厚生労働大臣が定める施設基準」＝厚生労働大臣が

定める施設基準第四号の六【参考23－２】 

 

ニ 管理栄養士が行う場合 

⑴ 居宅療養管理指導費(Ⅰ) 

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合     545単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 

                      487単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             444単位 

⑵ 居宅療養管理指導費(Ⅱ) 

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合     525単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 

                       467単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             424単位 

ニ 管理栄養士が行う場合 

⑴ 居宅療養管理指導費(Ⅰ) 

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合     544単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 

                      486単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             443単位 

⑵ 居宅療養管理指導費(Ⅱ) 

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合     524単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 

                       466単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             423単位 

注１ 在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、⑴に

ついては次に掲げるいずれの基準にも適合する指定居宅療

養管理指導事業所（指定居宅サービス基準第85条第１項第

１号に規定する指定居宅療養管理指導事業所をいう。以下

この注から注４までにおいて同じ。）の管理栄養士が、⑵

については次に掲げるいずれの基準にも適合する指定居宅

療養管理指導事業所において当該指定居宅療養管理指導事

業所以外の医療機関、介護保険施設（指定施設サービス等

に要する費用の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告

示第21号）別表指定施設サービス等介護給付費単位数表（

注１ 在宅の利用者であって通院又は通所が困難なものに対し

て、⑴については次に掲げるいずれの基準にも適合する指

定居宅療養管理指導事業所（指定居宅サービス基準第85条

第１項第１号に規定する指定居宅療養管理指導事業所をい

う。以下この注から注４までにおいて同じ。）の管理栄養

士が、⑵については次に掲げるいずれの基準にも適合する

指定居宅療養管理指導事業所において当該指定居宅療養管

理指導事業所以外の医療機関、介護保険施設（指定施設サ

ービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平成12年

厚生省告示第21号）別表指定施設サービス等介護給付費単
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傍 線 部 分 は 改 正 部 分  

改    正    後  改    正    前  

別表 

指定介護予防サービス介護給付費単位数表 

別表 

指定介護予防サービス介護給付費単位数表 

１ 介護予防訪問入浴介護費 １ 介護予防訪問入浴介護費 

 イ～ニ （略） イ～ニ （略） 

ホ 介護職員等処遇改善加算 

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長

が定める様式による届出を行った指定介護予防訪問入浴介

護事業所が、利用者に対し、指定介護予防訪問入浴介護を

行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる

単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいず

れかの加算を算定している場合においては、次に掲げるそ

の他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員等処遇改善加算(Ⅰ) イからニまでにより算定

した単位数の1000分の100に相当する単位数 

⑵ 介護職員等処遇改善加算(Ⅱ) イからニまでにより算定

した単位数の1000分の94に相当する単位数 

⑶ 介護職員等処遇改善加算(Ⅲ) イからニまでにより算定

した単位数の1000分の79に相当する単位数 

⑷ 介護職員等処遇改善加算(Ⅳ) イからニまでにより算定

した単位数の1000分の63に相当する単位数 

ホ 介護職員処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組織

を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定

める様式による届出を行った指定介護予防訪問入浴介護事業

所が、利用者に対し、指定介護予防訪問入浴介護を行った場

合は、当該基準に掲げる区分に従い、令和６年５月31日まで

の間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、

次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、

次に掲げるその他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからニまでにより算定した

単位数の1000分の58に相当する単位数 

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イからニまでにより算定した

単位数の1000分の42に相当する単位数 

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イからニまでにより算定した

単位数の1000分の23に相当する単位数 

２ 令和７年３月31日までの間、別に厚生労働大臣が定める

基準に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施して

いるものとして、電子情報処理組織を使用する方法により

、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出

を行った指定介護予防訪問入浴介護事業所（注１の加算を

（新設） 
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                        287単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             260単位 

注１～５ （略） 

                        286単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             259単位 

注１～５ （略） 

ロ 歯科医師が行う場合 

⑴ 単一建物居住者１人に対して行う場合      517単位 

⑵ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合  

                         487単位 

⑶ ⑴及び⑵以外の場合              441単位 

注１～４ （略） 

ロ 歯科医師が行う場合 

⑴ 単一建物居住者１人に対して行う場合      516単位 

⑵ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合  

                         486単位 

⑶ ⑴及び⑵以外の場合              440単位 

注１～４ （略） 

ハ 薬剤師が行う場合 

⑴ 病院又は診療所の薬剤師が行う場合 

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合     566単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合  

                        417単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             380単位 

⑵ 薬局の薬剤師が行う場合 

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合     518単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合  

                        379単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             342単位 

注１ 在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、指定

介護予防居宅療養管理指導事業所（指定介護予防サービス

基準第88条第１項に規定する指定介護予防居宅療養管理指

導事業所をいう。以下この注及び注４から注８までにおい

て同じ。）の薬剤師が、医師又は歯科医師の指示（薬局の

薬剤師にあっては、医師又は歯科医師の指示に基づき、当

該薬剤師が策定した薬学的管理指導計画）に基づき、当該

利用者を訪問し、薬学的な管理指導を行い、介護支援専門

員等に対する介護予防サービス計画の策定等に必要な情報

提供を行った場合につき、単一建物居住者（当該利用者が

居住する建物に居住する者のうち、当該指定介護予防居宅

ハ 薬剤師が行う場合 

⑴ 病院又は診療所の薬剤師が行う場合 

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合     565単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合  

                        416単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             379単位 

⑵ 薬局の薬剤師が行う場合 

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合     517単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合  

                        378単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             341単位 

注１ 在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、指定

介護予防居宅療養管理指導事業所（指定介護予防サービス

基準第88条第１項に規定する指定介護予防居宅療養管理指

導事業所をいう。以下この注及び注４から注６までにおい

て同じ。）の薬剤師が、医師又は歯科医師の指示（薬局の

薬剤師にあっては、医師又は歯科医師の指示に基づき、当

該薬剤師が策定した薬学的管理指導計画）に基づき、当該

利用者を訪問し、薬学的な管理指導を行い、介護支援専門

員等に対する介護予防サービス計画の策定等に必要な情報

提供を行った場合につき、単一建物居住者（当該利用者が

居住する建物に居住する者のうち、当該指定介護予防居宅
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療養管理指導事業所の薬剤師が、同一月に指定介護予防居

宅療養管理指導を行っているものをいう。）の人数に従い

、１月に２回（薬局の薬剤師にあっては、４回）を限度と

して、所定単位数を算定する。ただし、薬局の薬剤師にあ

っては、別に厚生労働大臣が定める者に対して、当該利用

者を訪問し、薬学的な管理指導等を行った場合は、１週に

２回、かつ、１月に８回を限度として、所定単位数を算定

する。 

２ 在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、薬局

の薬剤師が情報通信機器を用いた服薬指導（指定介護予防

居宅療養管理指導と同日に行う場合を除く。）を行った場

合は、注１の規定にかかわらず、⑵㈠から㈢までと合わせ

て１月に４回に限り、46単位を算定する。ただし、別に厚

生労働大臣が定める者に対して、薬局の薬剤師が情報通信

機器を用いた服薬指導（指定介護予防居宅療養管理指導と

同日に行う場合を除く。）を行った場合は、注１の規定に

かかわらず、⑵㈠から㈢までと合わせて、１週に２回、か

つ、１月に８回を限度として、46単位を算定する。 

療養管理指導事業所の薬剤師が、同一月に指定介護予防居

宅療養管理指導を行っているものをいう。）の人数に従い

、１月に２回（薬局の薬剤師にあっては、４回）を限度と

して、所定単位数を算定する。ただし、薬局の薬剤師にあ

っては、別に厚生労働大臣が定める者に対して、当該利用

者を訪問し、薬学的な管理指導等を行った場合は、１週に

２回、かつ、１月に８回を限度として、所定単位数を算定

する。 

２ 医科診療報酬点数表の区分番号Ｃ002に掲げる在宅時医

学総合管理料に規定する訪問診療の実施に伴い、処方箋が

交付された利用者であって、別に厚生労働大臣が定めるも

のに対して、情報通信機器を用いた服薬指導（指定介護予

防居宅療養管理指導と同日に行う場合を除く。）を行った

場合は、注１の規定にかかわらず、１月に１回に限り45単

位を算定する。 

 

 

※ 「別に厚生労働大臣が定める者」＝厚生労働大臣が定める

基準に適合する利用者等第七十九号【参考21－２】 
 

３～６ （略） ３～６ （略） 

７ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとし

て、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知

事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定

介護予防居宅療養管理指導事業所において、在宅で医療用

麻薬持続注射療法を行っている利用者に対して、その投与

及び保管の状況、副作用の有無等について当該利用者又は

その家族等に確認し、必要な薬学的管理指導を行った場合

は、医療用麻薬持続注射療法加算として、１回につき250

単位を所定単位数に加算する。この場合において、注２又

（新設） 
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は注３を算定している場合は、算定しない。 
 

※ 「別に厚生労働大臣が定める施設基準」＝厚生労働大臣が

定める施設基準第七十一号の二の二において準用する第四号

の五【参考23－２】 

 

８ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとし

て、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知

事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定

介護予防居宅療養管理指導事業所において、在宅中心静脈

栄養法を行っている利用者に対して、その投与及び保管の

状況、配合変化の有無について確認し、必要な薬学的管理

指導を行った場合は、在宅中心静脈栄養法加算として、１

回につき150単位を所定単位数に加算する。ただし、注２

を算定している場合は、算定しない。 

（新設） 

 

※ 「別に厚生労働大臣が定める施設基準」＝厚生労働大臣が

定める施設基準第七十一号の二の三において準用する第四号

の六【参考23－２】 

 

ニ 管理栄養士が行う場合 

⑴ 介護予防居宅療養管理指導費( Ⅰ ) 

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合     545単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合  

                        487単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             444単位 

⑵ 介護予防居宅療養管理指導費( Ⅱ ) 

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合     525単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合  

                        467単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             424単位 

ニ 管理栄養士が行う場合 

⑴ 介護予防居宅療養管理指導費( Ⅰ ) 

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合     544単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合  

                        486単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             443単位 

⑵ 介護予防居宅療養管理指導費( Ⅱ ) 

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合     524単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合  

                        466単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             423単位 

注１ 在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、⑴に

ついては次に掲げるいずれの基準にも適合する指定介護予

注１ 在宅の利用者であって通院又は通所が困難なものに対し

て、⑴については次に掲げるいずれの基準にも適合する指
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ロ

医
薬
品

医
療
機
器
等
の
品
質

有
効
性
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び
安
全
性
の
確
保
等
に
関

す
る
法
律

昭
和
三
十
五
年
法
律
第
百
四
十
五
号

第
三
十
九
条
第
一
項

の
規
定
に
よ
る
高
度
管
理
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療
機
器
の
販
売
業
の
許
可
を
受
け
て
い
る
こ

と

新
設

四
の
六

指
定
居
宅
療
養
管
理
指
導
に
お
け
る
指
定
居
宅
サ

ビ
ス
介
護
給
付

費
単
位
数
表
の
居
宅
療
養
管
理
指
導
費
の
注
８
に
係
る
施
設
基
準

新
設
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療
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⑴

次
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げ
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基
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い
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適
合
し
て
い
る
こ
と

㈠

前
年
度
の
一
月
当
た
り
の
平
均
利
用
延
人
員
数

当
該
指
定
通
所

リ
ハ
ビ
リ
テ

シ

ン
事
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所

指
定
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宅
サ
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ス
等
基
準
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る
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ビ
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テ

シ

ン
事
業
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係
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指
定
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所
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ビ
リ
テ

シ

ン
事
業
者

指
定
居
宅
サ

ビ
ス
等
基
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第
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一
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一
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る
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業
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指
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指
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準
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⑴
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⑵
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め
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る
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て
い
る
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１ . （ ３ ） ② 患者の状態に応じ た在宅薬学管理の推進

概要

○ 薬剤師が行う 居宅療養管理指導について、 在宅患者に対し て適切な薬物療法を提供する 観点から 、 以下の見直し を行う 。 【 告示改正】
ア 在宅で医療用麻薬持続注射療法を行っている 患者に対し て、 注入ポンプによ る 麻薬の使用など 在宅での療養の状況に応じ た薬学的管理及び指

導を 行う こ と を評価する 新たな加算を設ける 。
イ 在宅中心静脈栄養法が行われている 患者に対し て、 輸液セッ ト を用いた中心静脈栄養法用輸液等の薬剤の使用など 在宅での療養の状況に応じ

た薬学的管理及び指導を行う こ と を評価する 新たな加算を設ける 。
ウ 心不全や呼吸不全で麻薬注射剤を使用する 患者は頻回な訪問が必要と なる こ と から 、 末期の悪性腫瘍の者及び中心静脈栄養を受けている 者と

同様に、 週に２ 回かつ１ 月に８ 回を限度と し て算定する こ と を可能と する 。

単位数

＜現行＞ ＜改定後＞
なし 医療用麻薬持続注射療法加算 250単位/回（ 新設）

在宅中心静脈栄養法加算 150単位/回（ 新設）

【 居宅療養管理指導★】

算定要件等
＜医療用麻薬持続注射療法加算＞（ 新設）
○ 在宅で医療用麻薬持続注射療法を 行っ ている 利用者に対し て、 その投与及び保管の状況、 副作用の有無等について当該利用者又はその家族等に確認し 、 必要な薬学的管理指導を

行っ た場合に、 １ 回につき 250単位を 所定単位数に加算する 。
※ 疼痛緩和のために厚生労働大臣が定める 特別な薬剤の投薬が行われている 利用者に対し て、 必要な薬学的管理指導を行っている 場合に算定する 加算（ 100単位） と の併算定は不可。

○ 麻薬及び向精神薬取締法第３ 条の規定によ る 麻薬小売業者の免許を受けている こ と 。
○ 医薬品、 医療機器等の品質、 有効性及び安全性の確保等に関する 法律第39条第１ 項の規定によ る 高度管理医療機器の販売業の許可を受けている こ と 。

＜在宅中心静脈栄養法加算＞（ 新設）
○ 在宅中心静脈栄養法を行っ ている 利用者に対し て、 その投与及び保管の状況、 配合変化の有無について確認し 、 必要な薬学的管理指導を 行っ た場合に、 １ 回につき 150単位を 所定

単位数に加算する 。
○ 医薬品、 医療機器等の品質、 有効性及び安全性の確保等に関する 法律第39条第１ 項の規定によ る 高度管理医療機器の販売業の許可を受けている 又は同法第39条の３ 第１ 項の規定

によ る 管理医療機器の販売業の届出を 行っ ている こ と 。

＜終末期における がん以外の在宅患者への薬学管理＞（ 変更）
○ 在宅の利用者であっ て通院が困難なも のに対し て、 薬局の薬剤師が、 医師又は歯科医師の指示に基づき 、 当該薬剤師が策定し た薬学的管理指導計画に基づき 、 当該利用者を 訪問

し 、 薬学的な管理指導を 行い、 介護支援専門員に対する 居宅サービ ス 計画の策定等に必要な情報提供を 行っ た場合に、 単一建物居住者の人数に従い、 １ 月に４ 回を限度と し て、 所定
単位数を算定する 。 ただし 、 薬局の薬剤師にあっ ては、 以下の者に対し て、 当該利用者を 訪問し 、 薬学的な管理指導等を 行った場合は、 １ 週に２ 回、 かつ、 １ 月に８ 回を限度と し て、
所定単位数を 算定する 。

イ 末期の悪性腫瘍の者
ロ 中心静脈栄養を 受けている 者
ハ 注射によ る 麻薬の投与を 受けている 者
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３ . （ ３ ） ⑥ 薬剤師によ る 情報通信機器を用いた服薬指導の評価の見直し

概要

○ オンラ イ ン服薬指導に係る 医薬品医療機器等法のルールの見直し を 踏ま え、 薬剤師によ る 情報通信機器を用いた
居宅療養管理指導について、 以下の見直し を 行う 。 【 告示改正】
ア 初回から 情報通信機器を 用いた居宅療養管理指導の算定を可能と する 。
イ 訪問診療において交付さ れた処方箋以外の処方箋に係る 情報通信機器を 用いた居宅療養管理指導についても 算定

可能と する 。
ウ 居宅療養管理指導の上限である 月４ 回ま で算定可能と する 。

単位数

＜現行＞ ＜改定後＞
情報通信機器を用いた場合 45単位/回（ 月１ 回ま で） 46単位/回（ 月４ 回ま で） （ 変更）

【 居宅療養管理指導★】

算定要件等

＜現行＞ ＜改定後＞

○ 診療報酬における 在宅時医学総合管理料に規定す
る 訪問診療の実施に伴い、 処方箋が交付さ れた利用
者である こ と 。

○ 指定居宅サービ ス 介護給付費単位数表の居宅療養
管理指導費のハ(2)を月に１ 回算定し ている こ と 。

（ 削除）

（ 削除）
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５ ． ④ 居宅療養管理指導における 高齢者虐待防止措置及び
業務継続計画の策定等に係る 経過措置期間の延長

概要

○ 居宅療養管理指導について、 事業所のほと んど がみなし 指定である こ と や、 体制整備に関する 更なる 周知の必要
性等を踏ま え、 令和６ 年３ 月31 日ま でと さ れている 以下の義務付けに係る 経過措置期間を３ 年間延長する 。
【 省令改正】
ア 虐待の発生又はその再発を 防止する ための措置
イ 業務継続計画の策定等

【 居宅療養管理指導★】
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令和６ 年度介護報酬改定の施行時期について（ 主な事項）

令和６ 年度介護報酬改定の施行時期については、 令和６ 年度診療報酬改定が令和６ 年６ 月１ 日施行と さ れた

こ と 等を踏ま え、 以下のと おり と する 。

６ 月１ 日施行と する サービ ス

• 訪問看護

• 訪問リ ハビ リ テーショ ン

• 居宅療養管理指導

• 通所リ ハビ リ テーショ ン

４ 月１ 日施行と する サービ ス

• 上記以外のサービス

令和６ 年度介護報酬改定における 処遇改善関係加算の加算率の引上げについては、 予算編成過程における 検

討を踏ま え、 令和６ 年６ 月１ 日施行と する 。 こ れを踏ま え、 加算の一本化についても 令和６ 年６ 月１ 日施行

と する が、 現行の処遇改善関係加算について事業所内での柔軟な職種間配分を認めることとする改正は、 令和

６ 年４ 月１ 日施行と する 。

補足給付に関わる 見直し は、 以下のと おり と する 。

令和６ 年８ 月１ 日施行と する 事項

• 基準費用額の見直し

令和７ 年８ 月１ 日施行と する 事項

• 多床室の室料負担
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基本報酬の見直し

概要

○ 改定率については、 介護現場で働く 方々の処遇改善を 着実に行いつつ、 サービス 毎の経営状況の違いも 踏ま えた

メ リ ハリ のある 対応を 行う こ と で、 全体で＋１ ． ５ ９ ％を 確保。 そのう ち、 介護職員の処遇改善分＋０ ． ９ ８ ％、

その他の改定率と し て、 賃上げ税制を 活用し つつ、 介護職員以外の処遇改善を 実現でき る 水準と し て＋０ ． ６ １ ％。

○ こ れを 踏ま えて、 介護職員以外の賃上げが可能と なる よ う 、 各サービ ス の経営状況にも 配慮し つつ＋０ ． ６ １ ％

の改定財源について、 基本報酬に配分する 。

【 告示改正】

令和６ 年度介護報酬改定に関する 「 大臣折衝事項」 （ 令和５ 年12月20日） （ 抄）

令和６ 年度介護報酬改定については、 介護現場で働く 方々の処遇改善を 着実に行いつつ、 サービ ス 毎の経営状
況の違いも 踏ま えたメ リ ハリ のある 対応を 行う こ と で、 改定率は全体で＋1.59％（ 国費432億円） と する 。 具体的
には以下の点を踏ま えた対応を 行う 。

・ 介護職員の処遇改善分と し て、 上記＋1.59％のう ち＋0.98％を 措置する （ 介護職員の処遇改善分は令和６ 年６ 月
施行） 。 その上で、 賃上げ税制を 活用し つつ、 介護職員以外の処遇改善を 実現でき る 水準と し て、 ＋0.61％を 措置
する 。

・ こ のほか、 改定率の外枠と し て、 処遇改善加算の一本化によ る 賃上げ効果や、 光熱水費の基準費用額の増額によ
る 介護施設の増収効果が見込ま れ、 こ れら を 加える と 、 ＋0.45％相当の改定と なる 。

・ 既存の加算の一本化によ る 新たな処遇改善加算の創設に当たっ ては、 今般新たに追加措置する 処遇改善分を 活用
し 、 介護現場で働く 方々にと っ て、 令和６ 年度に2.5％、 令和７ 年度に2.0％のベース アッ プへと 確実につながる よ
う 、 配分方法の工夫を 行う 。 あわせて、 今回の改定が、 介護職員の処遇改善に与える 効果について、 実態を 把握す
る 。

・ 今回の報酬改定では、 処遇改善分について２ 年分を 措置し 、 ３ 年目の対応については、 上記の実態把握を 通じ た
処遇改善の実施状況等や財源と あわせて令和８ 年度予算編成過程で検討する 。

163



居宅療養管理指導 基本報酬①

単位数 ※以下の単位数はすべて１ 回あたり （ 介護予防も 同様）

○医師が行う 場合 ＜現行＞ ＜改定後＞

（ １ ） 居宅療養管理指導（ Ⅰ）
（ Ⅱ以外の場合に算定）

単一建物居住者が１ 人 514単位
単一建物居住者が２ ～９ 人 486単位
単一建物居住者が10人以上 445単位

515単位
487単位
446単位

（ ２ ） 居宅療養管理指導（ Ⅱ）
（ 在宅時医学総合管理料等を算定する

利用者を 対象と する 場合に算定）

単一建物居住者が１ 人 298単位
単一建物居住者が２ ～９ 人 286単位
単一建物居住者が10人以上 259単位

299単位
287単位
260単位

○歯科医師が行う 場合 ＜現行＞ ＜改定後＞

単一建物居住者が１ 人 516単位
単一建物居住者が２ ～９ 人 486単位
単一建物居住者が10人以上 440単位

517単位
487単位
441単位

○薬剤師が行う 場合 ＜現行＞ ＜改定後＞

（ １ ） 病院又は診療所の薬剤師 単一建物居住者が１ 人 565単位
単一建物居住者が２ ～９ 人 416単位
単一建物居住者が10人以上 379単位

566単位
417単位
380単位

（ ２ ） 薬局の薬剤師 単一建物居住者が１ 人 517単位
単一建物居住者が２ ～９ 人 378単位
単一建物居住者が10人以上 341単位
情報通信機器を用いて行う 場合 45単位

518単位
379単位
342単位
46単位
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